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判例研究
無委託保証人の主債務者に対する
事後求償権を自働債権とする相殺の可否
（最判第２小法廷平成24年５月28日、民集66巻７号3123頁）
―保証人が主たる債務者の破産手続開始前にその委託を受けない
で締結した保証契約に基づき同手続開始後に弁済をした場合に保
証人が取得する求償権を自働債権とする相殺の可否―
比　護　正　史
Ⅰ　本件の概要
Ⅱ　最高裁判決
Ⅲ　評釈
Ⅳ　今後の課題　
Ⅰ　本件の概要
１　事案の概要
（１）Ａ社ら６社（1）（以下、この６社をそれぞれＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ
といい、併せて「Ａら」という。）は、Ｙ銀行（以下「Ｙ」という。）との
間で、当座勘定取引契約を締結していた。Ｙは、平成18年４月28日、Ａ
（1）　第一審では、これら６社のほかに数社が原告に含まれていたが、本稿の検討の対象
となる相殺の可否の論点との関係が希薄であり、控訴審および上告審にも登場しない
ので、本稿では記載を省略する。
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らからの委託を受けずに、Ａらが取引先のＰ社に対して負担する買掛債務
および手形債務につき、それぞれ極度額を定めた保証契約（根保証契約）
をＰと締結した（Ｐが保証料をＹに支払う）。極度額は、Ａについて2400
万円、Ｂについて1200万円、Ｃについて800万円、Ｄについて200万円、
Ｅについて200万円、Ｆについて200万円であった。
（２）平成18年８月31日、Ａらは破産手続開始の決定を受け、ＸがＡら
の破産管財人に就任した（2）。ＹはＰからの請求により、平成19年３月27日
および同月28日、本件保証契約に基づく債務の履行として、Ｐに対し、Ａ
の債務2400万円、Ｂの債務723万円、Ｃの債務270万円、Ｄの債務73万円、
Ｅの債務47万円、Ｆの債務200万円をそれぞれ弁済した（3）。
（３）Ｘは、平成19年５月９日、ＡらとＹの当座勘定取引契約を、契約
に定められた手続により解約し、Ｙに対してこの時点の預金残高を解約金
として、Ａについて2696万円、Ｂについて1215万円、Ｃについて53万円、
Ｄについて206万円、Ｅについて92万円、Ｆについて218万円の支払いを
求めた。Ｙがこれに応じなかったので、Ｘはこれらの支払を求めて（4）、同
月19日、大阪地裁に提訴した。（訴状は同年６月12日に被告Ｙに送達され
た。）
（４）Ｙは平成19年６月12日、Ｙが上記（２）の弁済により取得したＡ
らに対する求償権（自働債権）と本件当座勘定取引契約に基づく債権（受
動債権）を対当額において相殺する旨の意思表示をした。なお、Ｙは平成
19年９月14日、相殺後に残存すると見込まれる預金残高を弁済し、Ｘは
該当部分について訴を一部取り下げている。
（５）本事案においては、上記のＹによる相殺が認められるか（相殺を禁
（2）　ＸはＡら６社の破産管財人を兼任しており、上告の時点で後任の管財人に交代して
いるが、本稿では便宜上Ｘのままで記載する。
（3）　債務（債権）の金額について、１万円未満は切り捨てて表示した。以下、本稿にお
いて同様とする。
（4）　このほか、附帯請求として、遅延損害金の請求をしているが、本稿では記載を省略
する。
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止する破産法72条１項１号の適用はないのか）が主要な問題点とされ、
第一審から最高裁まで争われた。また、その前提として、Ｙの求償権が破
産債権であるかどうかについても争われた。
２　第一審判決（大阪地裁判決平成20年10月31日）
第一審判決は、Ｙの保証履行による事後求償権とＡらの当座勘定の預金
債権の相殺を原則として有効とし、相殺の認められないＸの請求の一部の
みを認容した。判旨の重要部分は次のとおりである。
（１）Ｙが本件保証契約に基づく保証債務の履行として破産者Ａらの債務
の弁済を行なった場合、無委託保証人として、Ａらの破産財団が利益を受
けた限度で事後求償権を取得する。委託を受けない保証人の弁済により破
産者が債務を免れたときであっても、特段の事情がない限り、免れた金額
に相当する利益を受けたものと解するのが相当である。
（２）本件保証契約に基づく保証債務を履行したことにより生じた事後求
償権は、その主たる発生原因である本件保証契約がＡらの破産手続開始前
に締結されているから、破産債権であると認めるのが相当である。
（３）Ｙは、保証対象金額の金額を超える反対債権（預金残高）を常に有
しているとは限らないので、信用リスクを一次的に負担するのであり、Ｐ
から保証料を受け取っているからといって、被告の相殺の期待が法的保護
に値しないとはいえない。
（４）Ｙの事後求償権は、代位行使が可能となる原債権とは別個の権利で
あり、他人の破産債権を取得した場合に当たらないので、破産法72条１
項１号の適用はない。同号にいう取得とは、将来の請求権の場合には、将
来の請求権の現実化ではなく、現実化する前の将来の請求権を取得するこ
とをいうと解されるところ、Ａらの破産債権の取得は、破産手続開始前の
本件保証契約の締結によってであると解すべきであるから、同法72条１
項の準用または類推適用もできず、本件相殺は禁止されない。
（５）Ａらについて、破産手続開始決定がされた後の第三者弁済により生
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じた求償権は、破産手続開始前の原因に基づいて生じたとはいえないか
ら、非破産債権であり、これを自働債権として破産財団に属する本件預金
債権と相殺することは許されない。
（６）本件当座勘定契約に基づくＹの当座勘定債務のうち、Ａらにつき破
産手続開始決定がなされた平成18年８月31日より後に負担したものを受
動債権とする相殺は、破産法71条１項１号により許されない。（Ａについ
て23万円、Ｃについて41万円をそれぞれ超える部分については相殺でき
ない。）
３　控訴審判決（大阪高裁判決平成21年５月27日）
第一審の結論を支持し、控訴を棄却した。控訴審の補足説明は次のとお
り。
（１）保証人の主たる債務者に対する事後求償権の法的性質は、委託ある
場合は委任契約に基づく事務処理費用請求権であり、委託なき場合は事務
管理に基づく費用償還請求権とみるべきであるが、いずれの場合でも、事
後請求権が、保証契約に基づき、保証人による弁済等を法定の停止条件と
して発生することに変わりはなく、主たる債務者の委託を受けたか否か、
またはその意思に反するか否かは、上記求償権の範囲および限度を画する
事実にすぎないと解するべきである。
（２）破産法は、保証人の主たる債務者に対する事後求償権は、主たる債
務者の委託の有無にかかわらず、保証人が弁済等をする前であっても、破
産債権であることを前提としている（同法103条４項）。被控訴人が本件
保証契約に基づいて弁済したことにより取得した事後求償権は、本件保証
契約が本件破産者の破産手続開始前に締結されているから、破産債権と認
められる。
（３）控訴人は、主たる債務者に知らせずに締結された保証契約に基づき
取得した事後求償権を自働債権とする相殺が許容されるとすれば、主たる
債務者ないし破産管財人に予見可能性がないため、実務上大きな支障を生
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じ、不当である旨主張するが、そのことをもって別異に解することはでき
ない。
Ⅱ　最高裁判決
最高裁は、上告受理申立てに対し、原判決のうち相殺にかかる部分を破
棄し、大阪高裁に差し戻した（その余の上告は却下）。判示した事項は次
のとおりであり、２名の裁判官の補足意見が付されている。
１　事後求償権の破産債権性
「保証人は、弁済をした場合、民法の規定に従って主たる債務者に対す
る求償権を取得するのであり（民法459条、462条）、このことは、保証が
主たる債務者の委託を受けた場合と受けないでされた場合とで異なるとこ
ろはない（以下、主たる債務者の委託を受けないで保証契約を締結した保
証人を「無委託保証人」という。）。このように、無委託保証人が弁済をす
れば、法律の規定に従って求償権が発生する以上、保証人の弁済が保証手
続開始後になされても、保証契約が主たる債務者の破産手続開始前に締結
されていれば、当該求償権の発生の基礎となる保証関係は、その破産手続
開始前に発生しているということができるから、当該請求権は、『破産手
続開始前の原因に基づいて生じた財産上の請求権』（破産法２条５項）に
当たるものというべきである。したがって、無委託保証人が主たる債務者
の破産手続開始前に締結した保証契約に基づき同手続開始後に弁済をした
場合において、保証人が主たる債務者である破産者に対して取得する求償
権は、破産債権であると解するのが相当である。」（下線は筆者による。）
２　事後求償権による相殺の可否
「破産者に対して債務を負担する者が、破産手続開始前に債務者である
破産者の委託を受けて保証契約を締結し、同手続開始前に債務者である破
産者の委託を受けて保証契約を締結し、同手続開始後に弁済をして求償権
を取得した場合には、この求償権を自働債権とする相殺は、破産債権につ
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いての債権者の公平・平等な扱いを基本原則とする破産手続の下において
も、他の破産債権者が容認すべきものであり、同相殺に対する期待は、破
産法67条によって保護される合理的なものである。しかし、無委託保証
人が破産者の破産手続開始前に締結した保証契約に基づき同手続開始後に
弁済をして求償権を取得した場合についてみると、この求償権を自働債権
とする相殺を認めることは、破産者の意思や法定の原因とは無関係に破産
手続において優先的に取り扱われる債権が作出されることを認めるに等し
いものということができ、この場合における相殺に対する期待を、委託を
受けて保証契約を締結した場合と同様に解することは困難というべきであ
る。
そして、無委託保証人が上記の求償権を自働債権としてする相殺は、破
産手続開始後に、破産者の意思に基づくことなく破産手続上破産債権を行
使する者が入れ替わった結果相殺適状が生ずる点において、破産者に対し
て債務を負担する者が、破産手続開始後に他人の債権を譲り受けて相殺適
状を作出した上同債権を自働債権としてする相殺に類似し、破産債権につ
いての債権者の公平・平等な扱いを基本原則とする破産手続上許容し難い
点において、破産法72条１項１号が禁ずる相殺と異なるところはない。
そうすると、無委託保証人が主たる債務者の破産手続開始前に締結した
保証契約に基づき同手続開始後に弁済をした場合において、保証人が取得
する求償権を自働債権とし、主たる債務者である破産者が保証人に対して
有する債権を受働債権とする相殺は、破産法72条１項１号の類推適用に
より許されないと解するのが相当である。」（下線は筆者による。）
Ⅲ　評釈
１　事後求償権の破産債権性について
本件の中心課題は、無委託保証人の求償権による相殺が認められるか
（破産法67条１項、72条１項）であるが、その前提問題として、この求
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償権が破産債権に該当するかという問題がある。この論点については、本
判決において「保証契約が主たる債務者の破産手続開始前に締結されてい
れば、当該求償権の発生の基礎となる保証関係は、その破産手続開始前に
発生している」とされ、第一審、控訴審と同様に、破産法２条５項の「破
産手続開始前の原因」に該当するものとして事後求償権を破産債権と認定
している。これは、破産者からの保証委託の有無にかかわりなく認められ
る。千葉裁判官の補足意見（以下「千葉補足意見」という。）は、「無委託
保証人の事後求償権は委託保証人のそれと同様の構造で発生するのである
から、その発生原因も同様に、保証契約と捉えるしかなく、無委託保証行
為の場合に限って、その発生原因を保証契約でなく、保証債務の弁済にあ
るとするのは根拠がないといわざるを得ない。無委託保証人の事後求償権
は、破産手続前に保証契約という主たる発生原因がある条件付破産債権で
ある。」と説明している。
これは保証契約が求償権の発生原因であるとする保証契約原因説である
が、この考え方を支持する見解が多数となっている（5）。これに対し、無委
託保証人の求償権の発生原因は弁済行為そのものである（代位弁済原因
説）とし、弁済行為が破産手続開始後に行われた場合には、それによる求
償権は「破産手続開始前の原因」に基づくものとはいえず、破産債権とは
ならないという反対説も存在する（6）。この説によれば、当然にＹからの相
殺は許されないこととなる。
両説の違いは保証契約と弁済行為のいずれを主たる原因行為とみるかと
いう点に帰着するが、いずれにしても保証行為が原因行為であることは否
定できないのであって、結局は本判決（保証行為原因説）を支持せざるを
（5）　小林信明「主たる債務者の倒産後における、委託なき保証人の求償権と相殺」（ジュ
リスト1448号）78頁。野村秀敏「日本法律家協会民事法判例研究会判例研究」（法の
支配168号）27頁。中島弘雅「委託を受けない保証人の事後求償権による相殺の可否」
（平成24年度重要判例解説）ジュリスト1453号138頁。
（6）　増市徹ほか「事後求償権による相殺」倒産実務交流会編『争点倒産実務の諸問題』
273頁。栗田隆「主債務者の破産と保証人の求償権―受託保証人の事前求償権と無委
託保証人の事後求償権を中心にして―」関西大学法学論集60巻３号68頁。
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得ないと考える。従来から、原因の主要な一部が破産手続開始前にあれば
破産債権とされている（一部具備説）ので、これを安易に変更すべきでは
ない。また、そのように解しても、本判決の後段と併せ考えれば、相殺の
可否についても不都合な結論となるものではない。さらに、反対説によれ
ば無委託保証人の事後求償権は破産債権とならないので、財団債権とする
か、破産後債権とせざるを得ないが、そのような取扱いは現実的でないよ
うに思われる（7）。よって、本判決の結論に賛成する。
２　相殺不可の判断について
（１）従来から、破産法67条２項および70条の解釈として、停止条件付
債権または将来の請求権は、破産手続開始後、最後配当に関する除斥機関
の満了までに停止条件が成就すれば、相殺適状が発生して相殺ができると
されていた。債務者からの委託があったかどうかはこれまで必ずしも厳密
に論じられていなかったが、この解釈をそのまま当てはめると、第一審お
よび控訴審が判断したように、無委託保証人の求償権による相殺は許容さ
れるという結論になる。（金融実務においても、このように解してきたも
のと思われる。）これに対し、最高裁としては実質的な判断によって相殺
不可としたことになり、リーデイングケースとしての意義は大きいと言え
るであろう。
（２）相殺を可とした第一審および控訴審の論拠を要約すると、次のよう
になる。
ア　保証人は、委託の有無にかかわらず、保証契約締結時に停止条件付債
権として主たる債務者に対する事後求償権を取得する。これは破産手続
開始時において停止条件付破産債権となる。
イ　その後、保証債務の履行により条件が成就すると、保証人は現実化し
（7）　もっとも、この場合本来の求償権ではなく、代位弁済により取得した破産債権であ
る原債権を行使することになろう。そうすると、保証行為原因説とは見かけほどの差
はないことになる。栗田隆「無委託保証人が主債務者の破産手続開始後に保証債務を
履行したことによる求償権の破産債権性と相殺制限」関西大学法学論集62巻６号318頁。
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た事後求償権（破産債権）を自働債権とし、破産者に対する自己の債務
を受働債権として、破産手続によらないで相殺できる。
ウ　保証人は、保証債務の履行により、弁済による代位の効果として、原
債権（被保証債権）の移転を受け、「他人の破産債権」を取得するが、
これは破産法72条１項の相殺禁止の適用を受けることになる。しかし、
原債権と事後求償権は別個の債権であり、自分の債権である事後求償権
による相殺については、破産法72条１項１号の相殺禁止は適用されな
い。
（３）最高裁は、これらの論拠を採用せず、委託保証人と無委託保証人の
相違、相殺期待の合理性など、相殺制度の趣旨から相殺不可との結論を導
き出している。すなわち、最高裁は実質的な理由として、破産手続開始後
に破産者の意思に基づくことなく破産手続上破産債権を行使する者が入れ
替わった結果として相殺適状が生じる点を重視し、破産法72条１条１項を
類推適用して相殺不可という判断をしている。須藤裁判官の補足意見は、
「債務者の破産手続開始前の委託による保証（委託保証）に基づき保証人
が同手続開始後に弁済した場合の事後求償権による相殺は・・・保証人の
相殺の期待も合理的である」が、「無委託保証人たる被上告人の破産手続
開始後の求償権を自働債権とする相殺においては、・・・相殺の期待は委
託を受けた保証人・・・と同様に解することは困難というべきである。」
として破産法72条１項１号の類推適用を導き出す（8）。千葉裁判官の補足意
見は、委託保証契約は「債務者の関与・意思によりされるものであり、契
約締結によって一定の場合事前求償権が発生している点からみても、債務
者が与信の付与のために望んだものであり、将来、必要が生ずれば相殺処
（8）　合理的相殺期待の理論は、中西正教授が提唱されたが、これを採用する学説、判例
が増えている。中西正「否認権及び相殺権」ジュリスト1134号47頁、74頁。全国倒
産処理弁護士ネットワーク編『新注釈民事再生法上』（2006年、金融財政事情研究
会）443-448頁、452-453頁（中西正）。伊藤眞『破産法・民事再生法［第２版］』（2007
年、有斐閣）367頁、369-370頁。山本和彦ほか『倒産法概説第２版』（2010年、弘文堂）
244頁（沖野眞巳）。
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理を想定したものであって、一種の担保的機能を債務者が容認したものと
いえる」とし、「相殺に対する期待は保護される合理的なものである」と
する。一方、無委託保証契約では、「そもそも事前求償権は生ぜず」、ま
た、「将来必要が生ずれば相殺処理されることを想定していたり、担保的
機能を初めから容認しているとはいえず、・・・委託保証契約による事後
求償権と法的な取扱いに差を設ける合理的な理由があるというべきであ
る」と相殺の担保機能を重視しつつ、合理的相殺期待によって説明してい
る。
（４）結論として、最高裁判決を支持する意見が多いようであるが、私も
これを是認することとしたい。第一審および控訴審の論旨はそれなりの理
由があるが、無委託保証の場合、債務者は全く予期していなかった求償で
あり、この求償権そのものが破産債権となること、破産手続に参加するこ
とは否定できないにしても、担保権の実行と同様である相殺まで認めるの
は、債務者に対する不意うちとなり、債務者の手続保護に欠けるといえる
からである。すなわち、相殺の合理的期待が認められない場合として、破
産法72条１項を類推適用するのが妥当である（9）。
（５）以上に対して、無委託保証人の事後求償権について、破産手続開始
後の保証履行によるものは破産債権にならないと解することによって相殺
を否定する考え方がある。前述した代位弁済原因説の帰結であり、本件訴
訟の上告人の考え方のほか、これに賛成する有力説がある（10）。しかし、今
回の最高裁判決や多数説のように、委託の有無にかかわらず、保証契約の
時点で停止条件付の求償権が発生すると考えるのが従来の説明とも親和的
であって、合理的相殺期待の視点から実質的な判断を示した本判決の立場
を支持したい。
（６）さらに、本判決の示した解釈論を支える実質的な論拠には規定の文
（9）　明文の根拠法規が無い場合に、類似の法規の類推適用により妥当な結論を得ること
は、民事法の法解釈の１つとして許容されている。
（10）　前記注６を参照。
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言上の手掛かりがないことを指摘し、結論の導き方をさらに検討する必要
があるという意見がある（11）。この問題をどう考えるかは、破産者（主債務
者）の関与も予期もないまま一方的に作出された相殺期待を合理的なもの
と考えるか否か、相殺を基礎とした担保化によって債務者が信用供与を受
ける機会の拡大やより有利な信用供与の促進が図られるなど、相殺の意思
表示をする者の優遇を正当化できるだけの取引合理性があるかということ
に帰着する（12）。思うに、合理的相殺期待の理論はなお発展途上であって、
このような一般条項的な取扱いについては、具体的な判例の積み上げが必
要である。また、最高裁と下級審の判断結果の差については、法が欠缺し
ていたともいえる本件のような場合は、法令解釈を統一する機能を有する
最高裁でなければ、三者間の利害調整の問題につき、取引秩序と債権者間
の実質的公平という債権法の理念に遡って検討し、あらたな法的指針を示
して解決することは難しかったと思われる（13）。その意味から見れば、本判
決の意義は極めて大きいというべきではあるまいか（14）。
３　その他の問題
本件は、条文等の形式的な解釈としてみると、無委託保証人の事後求償
権による相殺を認めた第一審および控訴審の結論も、それなりの理由があ
り、十分に成り立つ考え方である。しかし、主たる債務者の意思や手続保
障、保証人による相殺の合理的期待といった実質に着目すれば、最高裁の
判断がより適切であると考えられる。破産法72条１項１号の類推適用と
いうことになったが、民事法の問題の解決は必要に応じ条文等の弾力的解
釈によってより実態にふさわしい解決がえられることも重要である。
無償委託保障のビジネスについて、悪影響を避けるために、相殺が許さ
（11）　松下淳一「無委託保証人が主債務者の破産手続開始後の弁済により取得する求償権
を自働債権とする相殺の可否」（金融法務事情1977号）29頁。
（12）　中島・前掲138頁。
（13）　田村陽子「判例評論」判例時報2175号124頁。
（14）　学者の側の研究も積み重ねる必要がある。中西正「いわゆる「合理的相殺期待」概
念の検討」事業再生と債権管理136号46頁。
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れないことを前提として債権者からの対価である保証料で調節ができるは
ずであると千葉裁判官は補足意見で述べている。この点をさらに進めて考
えると、委託保証が主たる債務者の信用補完（債務者の信用を補完するこ
とにより融資を実現させる）が主たる目的であるのに対し、無委託保証は
債権者のリスクを軽減することが主たる目的であるといってよいのであっ
て、法形式は類似するが経済的にはむしろ異なる効果を期待し、実現する
ものではないかと思われる。債権者に依頼されて債権のデフォルトリスク
を引き受ける金融商品として有名な CDS（クレジット・デフォルト・ス
ワップ）（15）と同じ機能を果たすのである。このような観点からも、無委託
保証と委託保証との異なる取扱いが是認されるであろう。（なお、相殺に
こだわるのであれば、事前に債務者の同意を求めて委任保証とするスキー
ムも十分ありうるであろう。）
Ⅳ　今後の課題
１　本判決の射程
本判決は、破産手続に関するものであるが、本判決において須藤裁判官
が補足意見で述べているように、他の倒産手続である民事再生手続、会社
更生手続にも適用されるものと解される（16）。これは、相殺に関する倒産実
体法は、特段の事情のない限り、統一的に解することが相当であるからで
ある。すなわち、破産法72条１項１号の類推適用による相殺の禁止は、同
様の条文を持つ民事再生法（93条の２第１項１号）および会社更生法（49
条の２第１項１号）においても同様となり、無委託保証人の手続開始後の
保証履行による事後求償権を自働債権とする相殺は原則として許されない
こととなる。
同様に、民法511条との関係でも、債権差押え後の保証履行に基づく、
（15）　米国では金融商品としての CDSが普及しており、過度の証券化商品（MBS等）と
CDSの累積が、リーマンショックによる金融危機の原因の１つといわれている。
（16）　岡正晶「判例評釈」金融法務事情1594号71頁。
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無委託保証人の事後求償権を自働債権とする相殺は、差押え債権者に対抗
できないと解するべきであろう。
２　倒産手続開始前の保証履行と相殺
今回の最高裁判決の結論を是とした場合の応用問題として、無委託保証
人が、倒産手続前の危機時期に保証履行した場合の取扱いがある。
第一審および控訴審判決の考え方にたてば、主たる債務者が支払不能等
の危機時期にあるときに無委託保証人が保証履行した場合、保証契約の締
結が破産法72条２項２号の「前に生じたる原因」にあたれば、無委託保
証人から主たる債務者（破産者）への求償権をもって相殺が可能であると
いうことになる。
最高裁判決の考え方にたてば、無委託保証人は保証契約締結時に将来の
危機時期における保証履行による事後求償権を自働債権とする相殺に期待
をもったとしても、それを合理的と評価することはできないと考えること
もありうる。そうすると、破産法72条１項２－４号が適用され（72条２
項２号は適用されない）、無委託保証人から主たる債務者（破産者）への
求償権をもって相殺することはできないと解することとなる（17）。一方、本
判決の判断対象は、破産手続開始後の代位弁済により現実化する事後求償
権による相殺の可否に限定され、危機発生後・破産手続化開始後の代位弁
済による求償権をもってする相殺の許容性についての判断は留保されてい
るとする見解もある（18）。思うに、危機発生後・破産手続開始前の求償権に
よる相殺については、破産法72条１項２－４号の適用の問題となり、保
証契約原因説をとる以上は同条２項２号が適用されて相殺を可とするのが
無理のない解釈である。また、明文の規定があるのにこれを類推解釈等で
修正するのは困難であるから、本判決の射程は及ばないと解するべきであ
ろう（19）。
（17）　岡・前掲72頁。
（18）　栗田・前掲注（７）323頁。
（19）　田村・前掲126頁。藤原彰吾「委託なき保証における事後求償権を自働債務とした
相殺の効力に関する最高裁判決」金融法務事情1954号５頁。
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（以上）
（本学法科大学院教授）
